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四
八

商
工
会
及
び
商
工
会
議
所
に

よ
る
小
規
模
事
業
者
の
支
援

に
関
す
る
法
律
に
基
づ
き
全

国
商
工
会
連
合
会
及
び
日
本

商
工
会
議
所
が
行
う
債
務
の

保
証
に
係
る
財
務
及
び
会
計

に
関
す
る
省
令
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令

二
六
213

五

四
九

独
立
行
政
法
人
中
小
企
業
基

盤
整
備
機
構
の
業
務
（
産
業

基
盤
整
備
業
務
を
除
く
。）

に
係
る
業
務
運
営
、
財
務
及

び
会
計
に
関
す
る
省
令
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

二
六
213

六

五
〇

貿
易
保
険
法
施
行
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

二
九

二

五
一

貿
易
保
険
法
の
一
部
を
改
正

す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
経

済
産
業
省
関
係
省
令
の
整
理

に
関
す
る
省
令

二
九

二

〇
国
土
交
通
省

七
二

道
路
運
送
車
両
法
施
行
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

一

二

七
三

海
洋
汚
染
等
及
び
海
上
災
害

の
防
止
に
関
す
る
法
律
の
規

定
に
基
づ
く
船
舶
の
設
備
等

の
検
査
等
に
関
す
る
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令

一
194

二

七
四

国
土
交
通
省
組
織
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

三
〇

二

七
五

地
方
運
輸
局
組
織
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

三
〇

二

七
六

航
空
法
施
行
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

三
〇

三

〇
環

境

省

二
六

環
境
省
所
管
の
不
動
産
の
登

記
並
び
に
船
舶
の
登
記
及
び

登
録
の
嘱
託
に
関
す
る
省
令

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

一
二

八

規

則

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

〇
人

事

院

一
七
e

〇
e

一
一
二

人
事
院
規
則
一
七
e

〇
（
管

理
職
員
等
の
範
囲
）
の
一
部

を
改
正
す
る
人
事
院
規
則

二
五

二

〇
公
正
取
引
委
員
会

二

公
正
取
引
委
員
会
事
務
総
局

組
織
規
程
の
一
部
を
改
正
す

る
規
則

三
〇

三

〇
公
害
等
調
整
委
員
会

二

鉱
業
等
に
係
る
土
地
利
用
の

調
整
手
続
等
に
関
す
る
法
律

の
施
行
等
に
関
す
る
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
規
則

二
九

三

三

公
害
紛
争
の
処
理
手
続
等
に

関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正

す
る
規
則

二
九

三

告

示

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

〇
内

閣

府

二
五
六

国
家
戦
略
特
別
区
域
法
第
二

十
八
条
第
三
項
に
基
づ
き
利

子
補
給
率
を
定
め
る
件

八

一

二
五
七

災
害
対
策
基
本
法
の
規
定
に

基
づ
き
設
置
し
た
平
成
二
十

六
年
（
二
千
十
四
年
）
八
月

豪
雨
非
常
災
害
現
地
対
策
本

部
を
廃
止
し
た
件

九
特15

一

二
五
八

総
合
特
別
区
域
法
第
二
十
八

条
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定

金
融
機
関
を
指
定
し
た
件

一
二

八

二
五
九

総
合
特
別
区
域
法
第
五
十
六

条
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定

金
融
機
関
を
指
定
し
た
件

一
二

八

二
六
〇

内
閣
府
本
府
の
保
有
す
る
行

政
文
書
の
開
示
に
係
る
権
限

又
は
事
務
の
一
部
に
つ
い
て

委
任
し
た
件
の
一
部
を
改
正

す
る
件

一
九

四

二
六
一

内
閣
総
理
大
臣
の
所
掌
に
係

る
行
政
機
関
の
保
有
す
る
個

人
情
報
の
保
護
に
関
す
る
法

律
第
四
章
第
一
節
か
ら
第
三

節
ま
で
に
定
め
る
権
限
又
は

事
務
の
一
部
に
つ
い
て
委
任

し
た
件
の
一
部
を
改
正
す
る

件

一
九

四

二
六
二

個
人
情
報
の
保
護
に
関
す
る

法
律
第
三
十
六
条
第
一
項
た

だ
し
書
の
規
定
に
基
づ
き
主

務
大
臣
を
指
定
し
た
件

二
二

一

二
六
三

災
害
対
策
基
本
法
第
二
十
四

条
第
一
項
及
び
第
二
十
五
条

第
六
項
の
規
定
に
基
づ
き
、

非
常
災
害
対
策
本
部
及
び
非

常
災
害
現
地
対
策
本
部
を
設

置
す
る
件

二
八
特18

一

二
六
四

二
六
五

国
家
戦
略
特
別
区
域
に
お
け

る
産
業
の
国
際
競
争
力
の
強

化
及
び
国
際
的
な
経
済
活
動

の
拠
点
の
形
成
を
図
る
た
め

の
計
画
を
認
定
し
た
件

二
九

三

〇
宮

内

庁

一
〇

天
皇
皇
后
両
陛
下
は
青
森
県

へ
行
幸
啓
に
な
る
件

一
二

八

一
一

天
皇
皇
后
両
陛
下
は
第
六
十

九
回
国
民
体
育
大
会
に
御
臨

場
に
な
る
件

一
二

八

〇
国
家
公
安
委
員
会

四
五

駆
動
補
助
機
付
自
転
車
の
型

式
認
定
番
号
を
指
定
し
た
件

一
〇

二

四
六

普
通
自
転
車
の
型
式
認
定
番

号
を
指
定
し
た
件

一
〇

三

〇
金

融

庁

四
六

銀
行
法
第
四
十
七
条
第
二
項

の
規
定
に
よ
り
適
用
す
る
同

法
第
二
十
六
条
第
一
項
の
規

定
に
よ
り
外
国
銀
行
支
店
に

業
務
の
一
部
停
止
を
命
じ
た

件

四

一

四
七

銀
行
等
の
株
式
等
の
保
有
の

制
限
に
関
す
る
内
閣
府
令
第

五
条
及
び
第
七
条
第
六
項
の

規
定
に
基
づ
く
銀
行
法
第
十

四
条
の
二
第
二
号
に
掲
げ
る

基
準
に
従
い
算
出
さ
れ
る
自

己
資
本
の
額
に
必
要
な
調
整

等
を
定
め
る
件
の
一
部
を
改

正
す
る
件

一
九

四

四
八

銀
行
代
理
業
者
に
係
る
銀
行

代
理
業
の
許
可
が
そ
の
効
力

を
失
っ
た
件

三
〇
216

一
六

四
九

連
結
財
務
諸
表
の
用
語
、
様

式
及
び
作
成
方
法
に
関
す
る

規
則
に
規
定
す
る
金
融
庁
長

官
が
定
め
る
企
業
会
計
の
基

準
を
指
定
す
る
件
等
の
一
部

を
改
正
す
る
件

三
〇
216

一
九

〇
金
融
庁
、
法
務
省
、

財
務
省

四

社
債
、
株
式
等
の
振
替
に
関

す
る
法
律
第
四
十
四
条
第
一

項
第
十
三
号
の
規
定
に
基
づ

き
口
座
管
理
機
関
を
指
定
す

る
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

一
二

九

〇
消
費
者
庁

四

健
康
増
進
法
施
行
令
第
三
条

第
二
号
の
規
定
に
基
づ
き
内

閣
総
理
大
臣
が
定
め
る
区

分
、
項
目
及
び
額
の
一
部
を

改
正
す
る
件

一

二

〇
総

務

省

三
〇
七

電
波
法
施
行
規
則
第
五
十
一

条
の
九
の
四
た
だ
し
書
の
規

定
に
基
づ
き
、
総
務
大
臣
が

別
に
定
め
る
無
線
局
及
び
周

波
数
の
幅
を
定
め
る
件

三
196

三
七

三
〇
八

立
入
検
査
を
行
う
職
員
の
身

分
を
示
す
証
明
書
を
定
め
る

件

三
196

三
七

三
〇
九

政
治
資
金
規
正
法
の
規
定
に

よ
る
政
治
団
体
の
届
出
事
項

の
異
動
の
届
出
が
あ
っ
た
の

で
公
表
す
る
件

四
198

一

三
一
〇

政
治
資
金
規
正
法
の
規
定
に

よ
る
政
治
団
体
の
解
散
の
届

出
が
あ
っ
た
の
で
公
表
す
る

件

四
198

四

三
一
一

政
治
資
金
規
正
法
の
規
定
に

よ
る
政
治
団
体
の
届
出
が

あ
っ
た
の
で
公
表
す
る
件

四
198

四

三
一
二

認
証
業
務
及
び
こ
れ
に
附
帯

す
る
業
務
の
実
施
に
関
す
る

技
術
的
基
準
の
一
部
を
改
正

す
る
告
示

八

一

三
一
三

登
録
証
明
機
関
を
登
録
し
た

件

一
九

五

三
一
四

特
別
と
ん
譲
与
税
法
施
行
規

則
第
二
条
の
規
定
に
よ
る
平

成
二
十
六
年
度
分
の
特
別
と

ん
譲
与
税
の
額
の
算
定
に
用

い
る
開
港
所
在
市
町
村
ご
と

の
率
を
定
め
る
件

一
九
208

二
二

三
一
五

電
波
法
第
百
三
条
の
二
第
二

項
の
総
務
大
臣
が
指
定
す
る

周
波
数
を
定
め
る
件

二
五

二

š
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